
山梨県地域防災計画本編 改正案新旧対照表（第１編 総則 ～ 第２編 一般災害編） 
本編頁数 旧 新 改正理由 

 

 - 1 - 

 

 

4 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

9 

 

 

 

 

 

 

11 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

13 

 

 

 

 

第１編 総則 

第３章 防災の基本理念及び施策の概要 

２ 災害応急対策 

・ 東海地震予知情報、南海トラフ地震に関連する情報等の伝達、県民の避

難誘導及び所管施設の緊急点検等の災害未然防止活動を行う。 

（略） 

 

第２編 一般災害編 

第１章 地域防災計画・一般災害編の概要 

第１節 防災関係機関の処理すべき事務又は業務の大綱 

２ 処理すべき事務又は業務の大綱 

第３ 指定地方行政機関 

８ 関東運輸局(山梨運輸支局) 

(1) 災害時における輸送実態調査 

(2) 災害時における自動車輸送業者運に対する輸送の連絡調整 

(3) 災害時における自動車の応援手配 

(4) 災害による不通区間における迂回輸送、代替輸送等の指導 

(5) 災害時における関係機関との連絡調整 

 

第４ 自衛隊（陸上自衛隊第一特科隊科連隊） 

（略） 

 

第５ 指定公共機関 

１ 東日本旅客鉄道株式会社（甲府地区センター）、東海旅客鉄道株式会社

（静岡支社） 

（略） 

 

第６ 指定地方公共機関 

（略） 

２ 輸送機関(山梨交通株式会社、富士急行株式会社株式会社、富士急山

梨バス株式会社、社団法人山梨県トラック協会) 

（略） 

 

第２節 山梨県の概況 

第１編 総則 

第３章 防災の基本理念及び施策の概要 

２ 災害応急対策 

・ 東海地震予知情報、南海トラフ地震に関連する情報等の伝達、県民の避

難誘導及び所管施設の緊急点検等の災害未然防止活動を行う。 

（略） 

 

第２編 一般災害編 

第１章 地域防災計画・一般災害編の概要 

第１節 防災関係機関の処理すべき事務又は業務の大綱 

２ 処理すべき事務又は業務の大綱 

第３ 指定地方行政機関 

８ 関東運輸局(山梨運輸支局) 

(1) 災害時における輸送実態調査 

(2) 災害時における自動車運送事業者に対する輸送の連絡調整 

(3) 災害時における自動車の応援手配 

(4) 災害による不通区間における迂回輸送、代替輸送等の指導 

(5) 災害時における関係機関との連絡調整 

 

第４ 自衛隊（陸上自衛隊東部方面特科連隊） 

（略） 

 

第５ 指定公共機関 

１ 東日本旅客鉄道株式会社（甲府統括センター）、東海旅客鉄道株式会社

（静岡支社） 

（略） 

 

第６ 指定地方公共機関 

（略） 

２ 輸送機関(山梨交通株式会社、富士山麓電気鉄道株式会社、富士急バ

ス株式会社会社、社団法人山梨県トラック協会) 

（略） 

 

第２節 山梨県の概況 

 

 

防災危機

管理課修

正 

 

 

 

 

 

 

 

山梨運輸

支局修正 

 

 

 

 

 

防災危機

管理課修

正 

 

 

 

 

 

 

 

防災危機

管理課修

正 

 

 

資料２－３ 



山梨県地域防災計画本編 改正案新旧対照表（第１編 総則 ～ 第２編 一般災害編） 
本編頁数 旧 新 改正理由 

 

 - 2 - 

 

 

22 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

30 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 本県の災害の歴史 

（略） 

2018（平成 30.9.30～10.1） 台風 24 号の大雨と強風により、県内全域に被害

が発生。軽傷者 2 人、住家半壊 8 棟、一部破損 83 棟等。被害総額約

49億円。 

2019（令和元.10.11～10.13） 台風 19 号の大雨と強風により、県内全域に被

害が発生。軽傷者 1 人、住家全壊 2 棟、半壊 3 棟、一部破損 72 棟、床

上浸水 1棟、床下浸水 6棟等。被害総額約 95億円。 

 

第２章 災害予防計画 

第３節 防災施設及び防災資機材の整備、拡充 

１ 防災施設の整備 

(1) 県立防災安全センター 

（略） 

②備蓄機能の充実 

多様化する災害や広域的な災害への対応力を強化するため、防災資

機材や災害救助用物資の備蓄を図る。 

(備蓄物資等) 

大型テント１張、テント 18 張、ドーム型テント８張、組立式水槽５台、連結式

水のう１台、発動発電機 21 台、大型発電機２台、小型発電機 16 台、ハイブ

リッド式発電機２台、チェーンソー１台、救命ボート１台、林野火災用空中消

火用水機１台、要配慮者用簡易トイレ２台、リヤカー２台、一輪車３台、軽可

搬ポンプ２台、ベッド兼用タンカ 50 台、緊急時飲料水製造設備１機、ろ水機

16 台、小型浄水器２器、可搬型浄水器２台、酸素自動蘇生機４機、投光器

53 台、バルーン式投光器２台、作業灯 116 台、コードリール 74 台、移動式

炊飯器 20 台、ブルーシート 660 枚、毛布(真空包装)2940 枚、屎尿処理用消

耗品 2500 ｾｯﾄ 

(2) 地域県民センター等（地方連絡本部） 

地方連絡本部を設置する各合同庁舎等に、当該地域での大規模災害

に迅速に対応するため、防災機材等の備蓄に努める。 

ア 備蓄資機材 

簡易トイレ 24 台 要配慮者用簡易トイレ８台 発電機 58 台 ハイブリッ

ド式発電機 6 台 投光器 28 台 バルーン式投光器９台 屎尿処理用消

耗品 10100 ｾｯﾄ ブルーシート 3200枚 毛布(真空包装)6000 枚 

３ 本県の災害の歴史 

（略） 

2018（平成 30.9.30～10.1） 台風 24 号の大雨と強風により、県内全域に被害

が発生。軽傷者 2 人、住家半壊 8 棟、一部破損 83 棟等。被害総額約

49億円。 

2019（令和元.10.11～10.13） 台風 19 号の大雨と強風により、県内全域に被

害が発生。軽傷者 1 人、住家全壊 2 棟、半壊 3 棟、一部破損 72 棟、床

上浸水 1棟、床下浸水 6棟等。被害総額約 95億円。 

 

第２章 災害予防計画 

第３節 防災施設及び防災資機材の整備、拡充 

１ 防災施設の整備 

(1) 県立防災安全センター 

（略） 

②備蓄機能の充実 

多様化する災害や広域的な災害への対応力を強化するため、防災資

機材や災害救助用物資の備蓄を図る。 

(備蓄物資等) 

大型テント１張、テント 18 張、ドーム型テント８張、組立式水槽５台、連結式

水のう１台、発動発電機 21 台、大型発電機２台、小型発電機 16 台、ハイブ

リッド式発電機２台、チェーンソー１台、救命ボート１台、林野火災用空中消

火用水機１台、要配慮者用簡易トイレ２台、リヤカー２台、一輪車３台、軽可

搬ポンプ２台、ベッド兼用タンカ 50 台、緊急時飲料水製造設備１機、ろ水機

16 台、小型浄水器２器、可搬型浄水器２台、酸素自動蘇生機４機、投光器

53 台、バルーン式投光器２台、作業灯 116 台、コードリール 74 台、移動式

炊飯器 20 台、ブルーシート 660 枚、毛布(真空包装)2940 枚、屎尿処理用消

耗品 2500 ｾｯﾄ 

(2) 地域県民センター等（地方連絡本部） 

地方連絡本部を設置する各合同庁舎等に、当該地域での大規模災害

に迅速に対応するため、防災機材等の備蓄に努める。 

ア 備蓄資機材 

簡易トイレ 24 台 要配慮者用簡易トイレ８台 発電機 58 台 ハイブリッ

ド式発電機 6 台 投光器 28 台 バルーン式投光器９台 屎尿処理用消

耗品 10100 ｾｯﾄ ブルーシート 3200枚 毛布(真空包装)6000 枚 
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イ 食糧、飲料水 

食糧 6,300 食 飲料水 6,300 リットル 

（略） 

 

２ 防災資機材の整備 

防災資機材等を保管する各機関は、点検責任者を定め、点検整備計画を

作成して点検整備を実施するものとする。 

 (1)点検整備を要する主な防災資機材と保管機関 

資機材 保管機関 

水防用備蓄資機材 水防管理団体 

救助用資機材及び医薬品 各地区医師会、医療機関等 

消防・防災用資機材及び施設 県立防災安全センター、消防署、消防団 

防疫用資機材 保健所、衛生環境研究所、市町村等 

給水用資機材 市町村 

たん水防除用資機材 県、市町村 

災害警備活動用資機材 警察本部、各警察署 

災害救助法給与物資 契約団体 

備蓄食糧 関東農政局（山梨県拠点） 

ライフライン復旧資材 各事業者 

（略） 

 

第５節 風水害等予防対策 

２ 山地の災害予防 

(1) 山地災害の未然防止 

集落周辺の山地災害を未然に防止するため、崩壊の可能性のある山地

又は荒廃のきざしのある渓流等に対し、予防治山事業を重点的に実施す

る。 

また、山地災害に関する行動マニュアル、パンフレットなどを作成し、住

民に配布する。 

特に、福祉施設、病院、幼稚園等「要配慮者関連施設」周辺の山地で、

山地災害の危険性のある箇所については、市町村、施設管理者へ周知す

ると共に、山地災害の予防対策として積極的に治山事業を実施する。 

(2) 荒廃山地等の復旧 

山崩れを起こした崩壊地、浸食されたり異常な堆積をしている渓流等に

イ 食糧、飲料水 

食糧 6,300 食 飲料水 6,300 リットル 

（略） 

 

２ 防災資機材の整備 

防災資機材等を保管する各機関は、点検責任者を定め、点検整備計画を

作成して点検整備を実施するものとする。 

 (1)点検整備を要する主な防災資機材と保管機関 

資機材 保管機関 

水防用備蓄資機材 水防管理団体 

救助用資機材及び医薬品 各地区医師会、医療機関等 

消防・防災用資機材及び施設 県立防災安全センター、消防署、消防団 

防疫用資機材 保健所、衛生環境研究所、市町村等 

給水用資機材 市町村 

たん水防除用資機材 県、市町村 

災害警備活動用資機材 警察本部、各警察署 

災害救助法給与物資 契約団体 

備蓄食糧 関東農政局（山梨県拠点） 

ライフライン復旧資材 各事業者 

（略） 

 

第５節 風水害等予防対策 

２ 山地の災害予防 

(1) 山地災害の未然防止 

集落周辺の山地災害を未然に防止するため、崩壊の可能性のある山地

又は荒廃のきざしのある渓流等に対し、予防治山事業を重点的に実施す

る。 

また、山地災害に関する行動マニュアル、パンフレットなどを作成し、住

民に配布する。 

特に、福祉施設、病院、幼稚園等「要配慮者関連施設」周辺の山地で、

山地災害の危険性のある箇所については、市町村、施設管理者へ周知す

ると共に、山地災害の予防対策として積極的に治山事業を実施する。 

(2) 荒廃山地等の復旧 

山崩れを起こした崩壊地、浸食されたり異常な堆積をしている渓流等に
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対し、復旧治山事業・総合治山事業等を推進し土砂崩壊、流出による下流

の災害の防止を図る。 

特に荒廃の著しい、野呂川(早川、小武川)の重点流域については、国直

轄事業により整備を促進する。 

 

４ 砂防対策 

（略） 

（６） 各種規制による災害防止対策 

（略） 

  ・盛土対策 

県は、盛土による災害防止に向けた総点検等を踏まえ、危険が確認さ

れた盛土について、宅地造成及び特定盛土等規制法などの各法令に基

づき、速やかに撤去命令等の是正指導を行うものとする。また、県は、当

該盛土について、対策が完了するまでの間に、市町村において地域防

災計画や避難情報の発令基準等の見直しが必要になった場合には、適

切な助言や支援を行うものとする。 

（略） 

 

８ 下水道施設の風水害等予防対策 

（１）下水道施設の安全性及び代替性の確保 

 ・止水板、耐水扉等のハード面の耐水対策 

  ・受変電設備の高所移設 

  ・管渠、下水処理場、ポンプ場のネットワーク化 

  ・施設被災時の最低限の揚水、水処理機能の確保 

  ・仮設ポンプや吸引排水ポンプ車の手配のための連絡体制を確保 

（２）重要なデータのバックアップ 

  ・施設台帳や点検調査修繕等の履歴の電子化 

（３）情報の収集・連絡体制の整備 

  ・情報の収集・連絡体制に関するマニュアル作成と訓練 

  ・情報収集及び非常態勢を早期に確立するための遠隔監視・操作機能の

有効活用 

（４）通信手段及び非常電源の確保 

  ・専用回線による通信機能確保 

 ・停電時の 72時間稼働可能な非常用電源の確保 

対し、復旧治山事業・総合治山事業等を推進し土砂崩壊、流出による下流

の災害の防止を図る。 

特に荒廃の著しい、野呂川(早川、小武川)の重点流域については、国直

轄事業により整備を促進する。 

 

４ 砂防対策 

（略） 

（６） 各種規制による災害防止対策 

（略） 

  ・盛土対策 

県は、盛土による災害防止に向けた総点検等を踏まえ、危険が確認さ

れた盛土について、宅地造成及び特定盛土等規制法などの各法令に基

づき、速やかに撤去命令等の是正指導を行うものとする。また、県は、当

該盛土について、対策が完了するまでの間に、市町村において地域防

災計画や避難情報の発令基準等の見直しが必要になった場合には、適

切な助言や支援を行うものとする。 

（略） 

 

８ 下水道施設の風水害等予防対策 

（１）下水道施設の安全性及び代替性の確保 

 ・止水板、耐水扉等のハード面の耐水対策 

  ・受変電設備の高所移設 

  ・管渠、下水処理場、ポンプ場のネットワーク化 

  ・施設被災時の最低限の揚水、水処理機能の確保 

  ・仮設ポンプや吸引排水ポンプ車の手配のための連絡体制を確保 

（２）重要なデータのバックアップ 

  ・施設台帳や点検調査修繕等の履歴の電子化 

（３）情報の収集・連絡体制の整備 

  ・情報の収集・連絡体制に関するマニュアル作成と訓練 

  ・情報収集及び非常態勢を早期に確立するための遠隔監視・操作機能の

有効活用 

（４）通信手段及び非常電源の確保 

  ・専用回線による通信機能確保 

 ・停電時の 72時間稼働可能な非常用電源の確保 
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（５）防災資機材の整備 

  ・過搬式ポンプ、発電機の確保 

  ・消毒資機材の確保 

  ・仮設沈殿池の用地確保 

（６）職員の体制 

  ・緊急連絡体制の整備 

  ・家族も含めた安否確認 

  ・交通途絶時等の出勤体制の確立 

（７）下水道関係機関相互の応援受援体制 

  ・市町村、下水道公社、県との応援受援体制の確立 

  ・他都県市との応援受援体制の確立 

（８）下水道防災拠点の確保 

  ・流域下水道事務所のサブ防災拠点化 

  ・浸水しない富士北麓、桂川流域を中心に下水処理場、ポンプ場を利移用

した防災拠点の確保 

（９）応急復旧活動 

  ・ソフト面の耐水対策（土のう設置、止水板設置） 

・二次災害発生のおそれや、重大な機能障害への対応（溢水した下水を 強

力吸引車（バキューム車など）により排水処理、塩素減菌により消毒処理

放流、マンホールトイレ設置） 

（１０）被災地のし尿の受け入れの連携 

  ・被災施設と健全下水処施設との連携 

 （１１）業務継続性の確保 

  ・BCPマニュアルの策定と訓練 

 

第７節 建築物災害予防対策 

(１) 建築物が密集し、火災が発生した場合に延焼拡大のおそれのある地

域について、防火地域及び準防火地域を指定し、建築物の構造制限等

不燃建築物の建設について指導を行う。 

イ 建築物の建築状況 

県下の平成１４年度から令和３年度までの着工建築物の構造面積は次

のとおりである。 

（５）防災資機材の整備 

  ・過搬式ポンプ、発電機の確保 

  ・消毒資機材の確保 

  ・仮設沈殿池の用地確保 

（６）職員の体制 

  ・緊急連絡体制の整備 

  ・家族も含めた安否確認 

  ・交通途絶時等の出勤体制の確立 

（７）下水道関係機関相互の応援受援体制 

  ・市町村、下水道公社、県との応援受援体制の確立 

  ・他都県市との応援受援体制の確立 

（８）下水道防災拠点の確保 

  ・流域下水道事務所のサブ防災拠点化 

  ・浸水しない富士北麓、桂川流域を中心に下水処理場、ポンプ場を利移用

した防災拠点の確保 

（９）応急復旧活動 

  ・ソフト面の耐水対策（土のう設置、止水板設置） 

・二次災害発生のおそれや、重大な機能障害への対応（溢水した下水を 強

力吸引車（バキューム車など）により排水処理、塩素減菌により消毒処理

放流、マンホールトイレ設置） 

（１０）被災地のし尿の受け入れの連携 

  ・被災施設と健全下水処施設との連携 

 （１１）業務継続性の確保 

  ・BCPマニュアルの策定と訓練 

 

第７節 建築物災害予防対策 

(１) 建築物が密集し、火災が発生した場合に延焼拡大のおそれのある地

域について、防火地域及び準防火地域を指定し、建築物の構造制限等

不燃建築物の建設について指導を行う。 

イ 建築物の建築状況 

県下の平成１５年度から令和４年度までの着工建築物の構造面積は次

のとおりである。 
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第１２節 要配慮者対策の推進 

１ 高齢者・障害者等の要配慮者対策 

（２） プライバシー保護に配慮した避難行動要支援者把握と避難誘導体制の

確立 

  イ 個々の避難行動要支援者に複数の支援員を配置し、地域の実情に合

わせた個別計画を作成するものとする。 

    なお、市町村は、市町村地域防災計画に基づき、関係部局の連携の

下、福祉専門職、社会福祉協議会、民生委員、地域住民、ＮＰＯ等の避

難支援等に携わる関係者と連携して、名簿情報に係る避難行動要支援

者ごとに、作成の同意を得て、災害の危険性等地域の実情に応じて、優

先度の高い避難行動要支援者から、個別避難計画を作成するよう努め

るものとする。また、個別避難計画については、避難行動要支援者の状

況の変化、ハザードマップの見直しや更新、災害時の避難方法等の変更

等を適切に反映したものとなるよう、必要に応じて更新するとともに、庁

舎の被災等の事態が生じた場合においても、計画の活用に支障が生じ

ないよう、個別避難計画情報の適切な管理に努めるものとする。 

 

エ 健常者に先駆けて、東海地震「注意情報」発表時や南海トラフ地震に関

 
 

第１２節 要配慮者対策の推進 

１ 高齢者・障害者等の要配慮者対策 

（２） プライバシー保護に配慮した避難行動要支援者把握と避難誘導体制の

確立 

  イ 個々の避難行動要支援者に複数の支援員を配置し、地域の実情に合

わせた個別計画を作成するものとする。 

    なお、市町村は、市町村地域防災計画に基づき、関係部局の連携の

下、福祉専門職、社会福祉協議会、民生委員、地域住民、ＮＰＯ等の避

難支援等に携わる関係者と連携して、名簿情報に係る避難行動要支援

者ごとに、作成の同意を得て、災害の危険性等地域の実情に応じて、優

先度の高い避難行動要支援者から、個別避難計画を作成するよう努め

るものとする。また、個別避難計画については、避難行動要支援者の状

況の変化、ハザードマップの見直しや更新、災害時の避難方法等の変更

等を適切に反映したものとなるよう、必要に応じて更新するとともに、庁

舎の被災等の事態が生じた場合においても、計画の活用に支障が生じ

ないよう、個別避難計画情報の適切な管理に努めるものとする。 

 

エ 健常者に先駆けて、東海地震「注意情報」発表時や南海トラフ地震に関
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連する情報、市町村長の判断で出す「高齢者等避難」発表時に、避難行

動要支援者を先行して早期に避難させる仕組みづくりを図るものとする。 

 

  カ 市町村は、市町村地域防災計画に定めるところにより、消防機関、都

道府県警察、民生委員・児童委員、社会福祉協議会、自主防災組織など

避難支援等に携わる関係者に対し、避難行動要支援者本人及び避難支

援等実施者の同意、または、当該市町村の条例の定めがある場合に

は、あらかじめ個別避難計画を提供するものとする。 

また、個別避難計画の実効性を確保する観点等から、多様な主体の

協力を得ながら、避難行動要支援者に対する情報伝達体制の整備、避

難支援・安否確認体制の整備、避難訓練の実施等を一層図るものとす

る。その際、個別避難計画情報の漏えいの防止等必要な措置を講じるも

のとする。 

   

ケ 市町村は、被災者支援業務の迅速化・効率化のため、避難行動要支

援者名簿及び個別避難計画の作成等にデジタル技術を活用するよう積

極的に検討するものとする。 

  コ 県は、市町村における個別避難計画に係る取組に関して、事例や留意

点などの提示、研修会の実施等の取組を通じた支援に努めるものとす

る。 

サ 県、市町村は、障害の種類及び程度に応じて障害者が防災及び防犯

に関する情報を迅速かつ確実に取得することができるようにするため、

体制の整備充実、設備又は機器の設置の推進その他の必要な施策を

講ずるものとする。 

  シ 県、市町村は、障害の種類及び程度に応じて障害者が緊急の通報を

円滑な意思疎通により迅速かつ確実に行うことができるようにするため、

多様な手段による緊急の通報の仕組みの整備の推進その他の必要な

施策を講ずるものとする。 

 

２  在住外国人及び外国人観光客（以下「外国人」という。）対策 

 (２) 大規模災害が発生し、又は、その恐れがあると認められ、山梨県災害

対策本部が設置された場合には、山梨県国際交流センター等・多文化共

生  に災害多言語支援センターを設置するとともに同センターと連携し

て外国人の混乱や不安の拡大を抑制する。 

連する情報、市町村長の判断で出す「高齢者等避難」発表時に、避難行

動要支援者を先行して早期に避難させる仕組みづくりを図るものとする。 

 

  カ 市町村は、市町村地域防災計画に定めるところにより、消防機関、都

道府県警察、民生委員・児童委員、社会福祉協議会、自主防災組織など

避難支援等に携わる関係者に対し、避難行動要支援者本人及び避難支

援等実施者の同意、または、当該市町村の条例の定めがある場合に

は、あらかじめ個別避難計画を提供するものとする。 

また、個別避難計画の実効性を確保する観点等から、多様な主体の

協力を得ながら、避難行動要支援者に対する情報伝達体制の整備、避

難支援・安否確認体制の整備、避難訓練の実施等を一層図るものとす

る。その際、個別避難計画情報の漏えいの防止等必要な措置を講じるも

のとする。 

 

ケ 市町村は、被災者支援業務の迅速化・効率化のため、避難行動要支

援者名簿及び個別避難計画の作成等にデジタル技術を活用するよう積

極的に検討するものとする 

  コ 県は、市町村における個別避難計画に係る取組に関して、事例や留意

点などの提示、研修会の実施等の取組を通じた支援に努めるものとす

る。 

  サ 県、市町村は、障害の種類及び程度に応じて障害者が防災及び防犯

に関する情報を迅速かつ確実に取得することができるようにするため、

体制の整備充実、設備又は機器の設置の推進その他の必要な施策を

講ずるものとする。 

  シ 県、市町村は、障害の種類及び程度に応じて障害者が緊急の通報を

円滑な意思疎通により迅速かつ確実に行うことができるようにするため、

多様な手段による緊急の通報の仕組みの整備の推進その他の必要な

施策を講ずるものとする。 

 

２  在住外国人及び外国人観光客（以下「外国人」という。）対策 

 (２) 大規模災害が発生し、又は、その恐れがあると認められ、山梨県災害

対策本部が設置された場合には、山梨県立国際交流・多文化共生セン

ター等に災害多言語支援センターを設置するとともに同センターと連携し 

て外国人の混乱や不安の拡大を抑制する。 

管理課修
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第１３節 防災拠点整備基本構想 

 県は、適切な防災施設のあり方と、防災拠点を中心とした機能のあり方等に

ついて明らかにし、防災体制の中枢機能を担うべき拠点整備や緊急性の高

い施設の整備を図り、防災体制の確立を推進するための方策を示す「防災拠

点整備検討委員会」を設置した。(H11.10～H12.11(計 10回開催)) 

平成 13 年 2 月 21 日の同委員会からの答申を踏まえ、県では平成 14 年 2

月に「山梨県防災拠点整備基本構想」を策定、消防学校の整備や防災行政

無線統制局の防災新館移設などを実施している。行ったと、引き続き防災拠

点の機能強化を図る。 

 

第３章 災害応急対策 

第１節 応急活動体制 

３ 消防防災ヘリコプター 

災害の状況に応じてヘリコプターを出動させ被害情報の収集、救出、救助

活動を行うとともに、市町村等からの要請に対応できる体制を整える。また、

長野県、新潟県、静岡県、埼玉県及び群馬県との「消防防災へリコプターの

運行不能期間等における相互応援協定」(H12．5．12)の締結により、運行不

能期間の体制整備を図った。 

 

消防防災へリコプター緊急運航基準 

（略） 

(2) 緊急運航基準 

（略） 

   ⑤県外応援活動 

ア 消防防災へリコプターの運航不能期間等における相互応援協定

による応援要請があった場合 

イ 「大規模特殊災害時における広域航空応援実施要綱」及び「緊急

消防援助隊の応援等の要請等に関する要綱」による応援要請があ

った場合 

 

４ 広域応援体制 

(4) 消防の応援要請 

 ② 緊急消防援助隊による広域応援 

 

第１３節 防災拠点整備基本構想 

 県は、令和５年５月に見直しを行った「防災拠点整備基本構想」に基づき、

防災拠点の機能強化に努めるものとする。担うべき拠点整備や緊急性の高

い施設の整備を図り、防災体制の確立を推進するための方策を示す「防災拠

点整備検討委員会」を設置した。(H11.10～H12.11(計 10回開催)) 

平成 13 年 2 月 21 日の同委員会からの答申を踏まえ、県では平成 14 年 2

月に「山梨県防災拠点整備基本構想」を策定、消防学校の整備や防災行政

無線統制局の防災新館移設などを実施している。行ったと、引き続き防災拠

点の機能強化を図る。 

 

第３章 災害応急対策 

第１節 応急活動体制 

３ 消防防災ヘリコプター 

災害の状況に応じてヘリコプターを出動させ被害情報の収集、救出、救助

活動を行うとともに、市町村等からの要請に対応できる体制を整える。また、

長野県、新潟県、静岡県、埼玉県及び群馬県との「消防防災へリコプターの

運航不能期間等における相互応援協定」(H12．5．12)の締結により、運行不

能期間の体制整備を図った。 

 

 消防防災へリコプター緊急運航基準 

（略） 

(2) 緊急運航基準 

（略） 

   ⑤県外応援活動 

ア 消防防災へリコプターの運航不能期間等における相互応援協定

による応援要請があった場合 

イ 「大規模特殊災害時における広域航空応援実施要綱」及び「緊急

消防援助隊の応援等の要請等に関する要綱」による応援要請があ

った場合 

 

４ 広域応援体制 

(4) 消防の応援要請 

 ② 緊急消防援助隊による広域応援 
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エ 出動計画等 

          1) 出動決定のための措置等 

1 長官は、被災地の属する都道府県の知事その他の関係地方公

共団体の長等との密接な連携を図り、緊急消防援助隊の出動の

必要の有無を判断し、消防組織法第 44 条の規定に基づき適切な

措置をとるものとする。また、東海地震、南海トラフ地震、首都直下

地震等又はＮＢＣ災害に対し、速やかに同条第５項の規定に基づ

き適切な措置をとるものとし、その他の大規模な災害に対しても、

災害の状況、災害対策基本法第 24 条第１項に規定する非常災害

対策本部又は同法第 28 条の２第１項に規定する緊急災害対策本

部の設置状況、応援の必要性等を考慮し、同様の措置をとるもの

とする。 

 

別表第１（指揮支援隊及び指揮支援部隊長） 

災害発生都道府県 部隊長の所属

する消防本部 

指揮支援隊の所属する消防本部 

（略） （略） （略） 

岐阜、愛知、三重 名古屋市消防

局 

名古屋市消防局、京都市消防

局、大阪市消防局、神戸市消防

局、東京消防庁、静岡市消防局、

浜松市消防本部 

（略） （略） （略） 

 

７ 自衛隊災害派遣要請の概要 

(1) 派遣形態 

ア 要請による災害派遣 

（自衛隊法第 83 条第２項）（自衛隊の災害派遣に関する訓令第１１

条） 

(ｱ) 防衛大臣又はその指定する者（訓令第３条に定める者。「大臣の定

める者」とは、「駐屯地司令の職にある部隊等の長」、本県において

は「第１特科隊長連隊長」。）は、災害に際して災害派遣の要請があ

り、要請の内容及び自ら収集した情報に基づいて部隊等の派遣の有

無を判断し、やむを得ないと認める場合には部隊等を救援のため派

遣する。 

エ 出動計画等 

          1) 出動決定のための措置等 

1 長官は、被災地の属する都道府県の知事その他の関係地方公

共団体の長等との密接な連携を図り、緊急消防援助隊の出動の

必要の有無を判断し、消防組織法第 44 条の規定に基づき適切な

措置をとるものとする。また、東海地震、南海トラフ地震、首都直下

地震等又はＮＢＣ災害に対し、速やかに同条第５項の規定に基づ

き適切な措置をとるものとし、その他の大規模な災害に対しても、

災害の状況、災害対策基本法第 24 条第１項に規定する非常災害

対策本部又は同法第 28 条の２第１項に規定する緊急災害対策本

部の設置状況、応援の必要性等を考慮し、同様の措置をとるもの

とする。 

 

別表第１（指揮支援隊及び指揮支援部隊長） 

災害発生都道府県 部隊長の所属

する消防本部 

指揮支援隊の所属する消防本部 

（略） （略） （略） 

岐阜、愛知、三重 名古屋市消防

局 

名古屋市消防局、京都市消防

局、大阪市消防局、神戸市消防

局、東京消防庁、静岡市消防局、

浜松市消防局本 

（略） （略） （略） 

 

７ 自衛隊災害派遣要請の概要 

(1) 派遣形態 

ア 要請による災害派遣 

（自衛隊法第 83 条第２項）（自衛隊の災害派遣に関する訓令第１１

条） 

(ｱ) 防衛大臣又はその指定する者（訓令第３条に定める者。「大臣の定

める者」とは、「駐屯地司令の職にある部隊等の長」、本県において

は「東部方面特科連隊長」。）は、災害に際して災害派遣の要請があ

り、要請の内容及び自ら収集した情報に基づいて部隊等の派遣の有

無を判断し、やむを得ないと認める場合には部隊等を救援のため派

遣する。 

消防保安

課修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

笛吹市消

防本部修

正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

防災危機

管理課、

消防保安

課修正 
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(ｲ) 指定部隊の長（本県においては「第１特科隊長連隊長」）は、災害

に際し被害がまさに発生しようとしている場合において（注１）、災害

派遣の要請を受け、事情やむを得ないと認めたときは、部隊等を派

遣することができる。 

（略） 

 (4) 災害派遣要請権者等 

（略） 

イ 都道府県知事に災害派遣要請を依頼することができる者 

市町村長（注２） 

       【注２：市町村長に関しては、都道府県知事に対し災害派遣要請を要求

できない場合には、知事に要求できない旨及び当該市町村の地域

に係わる災害の状況を防衛大臣又はその指定する者（本県におい

ては前述の「第１特科隊長連隊長」）に通知することができる。 

この場合において、通知を受けた防衛大臣又はその指定する者

（「第１特科隊長連隊長」）は、その事態に照らし特に緊急を要し、

要請を待ついとまがないと認められるときは、人命又は財産の保

護のため、要請を待たないで部隊等を派遣できることが規定されて

いる。（災害対策基本法第６８条の２第２項）】 

（略） 

 (6) 第１師団・第１特科隊特科連隊及び自衛隊山梨地方協力本部の災害派

遣に関する任務（参考） 

（略） 

   イ 第１特科隊特科連隊 

本県の防衛・警備及び災害派遣を直接担任する。また、駐屯地司令

たる第１特科隊長連隊長は本県の防災会議に参画し、災害対応活動

の対策決定に対し助言するとともに、災害派遣に関する広報、情報収

集及び公共機関との連絡調整を実施する。 

ウ 自衛隊山梨地方協力本部 

第１特科隊特科連連絡幹部が到着するまでの間、災害派遣に関す

る広報、情報収集及び公共機関との連絡調整を実施し、第１特科隊長

連隊長に協力する。また、第１特科隊特科連隊以外の部隊が派遣さ

れる場合には、当該部隊の連絡幹部等が到着し円滑な活動が開始さ

れるまでの間、当該部隊長に協力する。 

(7) 自衛隊の指揮体制等（参考） 

(ｲ) 指定部隊の長（本県においては「東部方面特科連隊長」）は、災害

に際し被害がまさに発生しようとしている場合において（注１）、災害

派遣の要請を受け、事情やむを得ないと認めたときは、部隊等を派

遣することができる。 

（略） 

 (4) 災害派遣要請権者等 

（略） 

イ 都道府県知事に災害派遣要請を依頼することができる者 

市町村長（注２） 

       【注２：市町村長に関しては、都道府県知事に対し災害派遣要請を要求

できない場合には、知事に要求できない旨及び当該市町村の地域

に係わる災害の状況を防衛大臣又はその指定する者（本県におい

ては前述の「東部方面特科連隊長」）に通知することができる。 

この場合において、通知を受けた防衛大臣又はその指定する者

（「東部方面特科連隊長」）は、その事態に照らし特に緊急を要し、

要請を待ついとまがないと認められるときは、人命又は財産の保

護のため、要請を待たないで部隊等を派遣できることが規定されて

いる。（災害対策基本法第６８条の２第２項）】 

（略） 

 (6) 第１師団・東部方面特科連隊及び自衛隊山梨地方協力本部の災害派

遣に関する任務（参考） 

（略） 

   イ 東部方面特科連隊 

本県の防衛・警備及び災害派遣を直接担任する。また、駐屯地司令

たる東部方面特科連隊長は本県の防災会議に参画し、災害対応活動

の対策決定に対し助言するとともに、災害派遣に関する広報、情報収

集及び公共機関との連絡調整を実施する。 

ウ 自衛隊山梨地方協力本部 

東部方面特科連隊連絡幹部が到着するまでの間、災害派遣に関す

る広報、情報収集及び公共機関との連絡調整を実施し、東部方面特

科連隊長に協力する。また、東部方面特科連隊以外の部隊が派遣さ

れる場合には、当該部隊の連絡幹部等が到着し円滑な活動が開始さ

れるまでの間、当該部隊長に協力する。 

(7) 自衛隊の指揮体制等（参考） 
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88 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（略） 

   イ 第１特科隊特科連隊の編成 

付図２のとおり 

 (8) 部隊等の活動内容 

内   容 詳        細 

（略） （略） 

消 防 活 動 

 利用可能な消防車（駐屯地に１台）及びその他

の防水用具を利用した消防機関への協力及び山林

火災等における航空機（注３）（中型・大型）による

空中消火（不燃材等は通常関係機関が提供） 

【注３：消防防災航空隊がバケット（900Ｌ）×

２、防災安全センターが水のう（700Ｌ）×４、第

１特科隊特科連隊（県分を保管）がバンビバケット

（5,000L）×２保有、バンビバケット（680L）×

３を保有】 

（略） （略） 

 

（略） 

 (12) 災害派遣の要請手続き（自衛隊法施行令第１０６条） 

 ア 要請者：知事 

 イ 要請先 

(ｱ) 受理者：第１特科隊長連隊長 

（略） 

 

（P.88様式中） 

陸上自衛隊第１師団 

第１特科隊長連隊長殿 

 

 

 

 

 

 

 

（略） 

   イ 東部方面特科連隊の編成 

付図２のとおり 

 (8) 部隊等の活動内容 

内   容 詳        細 

（略） （略） 

消 防 活 動 

 利用可能な消防車（駐屯地に１台）及びその他

の防水用具を利用した消防機関への協力及び山林

火災等における航空機（注３）（中型・大型）による

空中消火（不燃材等は通常関係機関が提供） 

【注３：消防防災航空隊がバケット（910Ｌ）×

２、防災安全センターが水のう（700Ｌ）×４、東

部方面特科連隊（県分を保管）がバンビバケット

（5,000L）×２保有、バンビバケット（680L）×

３を保有】 

（略） （略） 

 

（略） 

 (12) 災害派遣の要請手続き（自衛隊法施行令第１０６条） 

 ア 要請者：知事 

 イ 要請先 

(ｱ) 受理者：東部方面特科連隊長 

（略） 

 

（P.88様式中） 

陸上自衛隊第１師団 

東部方面特科連隊長殿 
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付図２ 

 

付図２ 

 

東部方面

特科連隊

修正 
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101 

 

 

 

 

 

 

 

 

103 

 

 

 

104 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

106 

 

 

 

第２節 災害関係情報等の受伝達 

１ 防災気象情報の受理、伝達 

（4） 県と気象庁とが共同して発表する洪水予報(富士川水系荒川洪水予報

及び塩川洪水予報) 

  エ 伝達経路 

    荒川洪水予報については山梨県中北建設事務所から、塩川洪水予

報については山梨県中北建設事務所峡北支所から関係市町村へ伝

達。甲府地方気象台から関係機関への伝達は、「本章第２節、１予報及

び特別警報・警報・注意報等の受理、伝達 カ甲府地方気象台の伝達

経路」による。 

 

３ 被害情報の収集伝達 

（６) 報告の種類・様式 

  ウ 他の法令に基づく被害報告 

   ② 厚生労働省通達に基づく精神科病院等の被害報告(障害福祉班、

医務班) 

 

４ 災害広報 

 （１） 県による広報 

   エ 広報の方法 

     ① テレビ、ラジオ、新聞等報道機関による報道（Ｌアラート経由を含

む） 

② 広報誌の掲示、チラシ等の配付による報道 

③ 県民からの各種問い合わせ等に対し、マルチメディアを利用した

積極的な情報提供 

④  山梨県ホームページ、ツィッター   、緊急速報メールなどによる

情報提供 

 

第３節 通信の確保 

１ 通信手段の確保 

 (3)  ＮＴＴの措置 

オ 通信障害発生時の丁寧な周知広報の実施 

通信障害発生時には、速やかに通信障害の状況やその原因、通信

施設の被害、復旧の状況や見通し、代替的に利用可能な通信手段等

第２節 災害関係情報等の受伝達 

１ 防災気象情報の受理、伝達 

（4） 県と気象庁とが共同して発表する洪水予報(富士川水系荒川洪水予報

及び塩川洪水予報) 

  エ 伝達経路 

    荒川洪水予報については山梨県中北建設事務所から、塩川洪水予 

報については山梨県中北建設事務所峡北支所から関係市町村へ伝

達。甲府地方気象台から関係機関への伝達は、「第４節、７県と気象庁

が共同して行う洪水予報 （５）洪水予報の伝達経路及び手段甲府地方

気象」による。 

 

３ 被害情報の収集伝達 

（６) 報告の種類・様式 

  ウ 他の法令に基づく被害報告 

   ② 厚生労働省通達に基づく精神科病院等の被害報告(健康増進班、

医務班) 

 

４ 災害広報 

 （１） 県による広報 

   エ 広報の方法 

     ① テレビ、ラジオ、新聞等報道機関による報道（Ｌアラート経由を含

む） 

② 広報誌の掲示、チラシ等の配布による報道 

③ 県民からの各種問い合わせ等に対し、マルチメディアを利用した 

積極的な情報提供 

④  山梨県ホームページ、X（旧 Twitter）、緊急速報メールなどによる

情報提供 

 

第３節 通信の確保 

１ 通信手段の確保 

 (3)  ＮＴＴの措置 

オ 通信障害発生時の丁寧な周知広報の実施 

通信障害発生時には、速やかに通信障害の状況やその原因、通信

施設の被害、復旧の状況や見通し、代替的に利用可能な通信手段等

 

 

 

 

甲府地方

気象台修

正 

 

 

 

 

 

 

障害福祉

課修正 

 

 

広聴広報

Ｇ修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

防災基本

計画修正

に伴う修

正 
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121 

 

 

 

 

 

 

 

 

124 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

について、関係機関及び住民に対してわかりやすく情報提供（ホームペ

ージのトップページへの掲載、地図による障害エリアの表示等）を行う。 

(4) ＮＴＴドコモの措置 

オ 通信障害発生時の丁寧な周知広報の実施 

通信障害発生時には、速やかに通信障害の状況やその原因、通信

施設の被害、復旧の状況や見通し、代替的に利用可能な通信手段等

について、関係機関及び住民に対してわかりやすく情報提供（ホームペ

ージのトップページへの掲載、地図による障害エリアの表示等）を行う。 

 

第４節 水防対策 

２ 県の水防組織 

（略） 

指揮監付き 県土整備総務課長 景観づくり推進室長 建設業対策室長 用

地課長 技術管理課長 道路整備課長 高速道路推進課長 

道路管理課長 都市計画課長 景観まちづくり室長 下水道室

長 建築住宅課長 

（略） 

 

５ 通信連絡 

水防管理団体 連絡先一覧 
      国直轄河川 県管理河川 

 市町村名 担当部課名 NTT 電話 NTTFAX 洪水予報 水位周知 洪水予報 水位周知 

（略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） 

6 

甲斐市 防 災 危

機 管 理

監 

防 災 危

機 管 理

課 

（水防管

理団体） 

055-

278-

1676 

055-

276-

2047 

○ ○ ○ ○ 

（避難指

示 発 令

担当） 

055-

278-

1676 

055-

276-

2047 

（略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） 

について、関係機関及び住民に対してわかりやすく情報提供（ホームペ

ージのトップページへの掲載、地図による障害エリアの表示等）を行う。 

(4) ＮＴＴドコモの措置 

オ 通信障害発生時の丁寧な周知広報の実施 

通信障害発生時には、速やかに通信障害の状況やその原因、通信

施設の被害、復旧の状況や見通し、代替的に利用可能な通信手段等

について、関係機関及び住民に対してわかりやすく情報提供（ホームペ

ージのトップページへの掲載、地図による障害エリアの表示等）を行う。 

 

第４節 水防対策 

２ 県の水防組織 

（略） 

指揮監付き 県土整備総務課長 景観づくり推進室長 建設業対策室長 用

地課長 技術管理課長 道路整備課長 高速道路推進課長 

道路管理課長 都市計画課長 景観まちづくり室長 下水道室

長 建築住宅課長 

（略） 

 

５ 通信連絡 

水防管理団体 連絡先一覧 
      国直轄河川 県管理河川 

 市町村名 担当部課名 NTT 電話 NTTFAX 洪水予報 水位周知 洪水予報 水位周知 

（略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） 

6 

甲斐市 防 災 危

機 管 理

監 

防 災 危

機 管 理

課 

（水防管

理団体） 

055-

278-

1676 

055-

278-

2047 

○ ○ ○ ○ 

（避難指

示 発 令

担当） 

055-

278-

1676 

055-

278-

2047 

（略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

景観まち

づ く り 室

修正 

 

 

 

 

 

 

甲斐市修

正 
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125 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(055) 272-1919 (055) 283-0119   (0551) 22-0119

（注）地域における防災気象情報の利用を促進し、気象災害による被害の防止・軽減によ
り一層貢献するため、インターネットを活用したシステムにより県市町村や防災関係機関
等に提供している補助伝達手段である。

（055）222－1190

甲府地区広域行政
事務組合消防本部

峡 南 広 域 行 政
組 合 消 防 本 部

南 ア ル プ ス 市
消 防 本 部

峡北広域行政事務
組合消防本部

昭和町 （055）275-8412

南 部 町 (0556) 66-2111 身 延 町 (0556) 42-2111

南アルプス市 （055）282-6368(055-282-1111)

甲斐市 （055）278-1676(055-276-2111)

身 延 町 (0556) 42-2111 富士川町 (0556) 22-1111 北 杜 市 (0551) 42-1111
中央市 （055）274-8519(055-274-1111)

早 川 町 (0556) 45-2511 市川三郷町 (055) 272-1101 甲 府 市 （055）237-5331(055-237-1161) 韮 崎 市 (0551) 22-1111

 （0556）62-9063
（防） 9-368-7050

 （055）240-4129
（防）9-340-7002

 （055）224-1668
（防）9-208-7002

 （0551）23-
3066
 (防) 9-400-

　(055) 232-1111
（防）9-220-1067

    （055）287-2006
   （防）9-220-1121

Ｆ Ｍ 富 士
　(055)228-6969
（防）9-220-1068

身

延

支

所

水

防

支

部

峡

南

建

設

事

務

所

水
　
防
　
支
　
部

峡
南
建
設
事
務
所

水
　
防
　
支
　
部

中
北
建
設
事
務
所

峡

北

支

所

水

防

支

部

中

北

建

設

事

務

所

荒
川
ダ
ム
支
部

（防） 防災行政無線 （055）255-2148
（防）9-220-1058

Ｙ Ｂ Ｓ
　(055) 231-3000
（防）9-220-1066

Ｕ Ｔ Ｙ

警 察 本 部
警 備 第 二 課

無 線 電 話
（055）221-0110
（防）9-200-8797

オ ン ラ イ ン
Ｎ Ｈ Ｋ
甲 府 放 送 局

水 防 連 絡

防災情報提供システ
ム
（インターネット）
（注）

防 災 局
防 災 危 機 管 理 課 （055）223-1432

（防）9-200-2509・2510ＮＴＴ加入電話

 
 

水防計画

修正に伴

う修正 
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（055）261－0119

通 信 網 図

気 象 庁
甲 府 地 方 気 象 台

(055) 222-2347
（防）9-250-34

河川情報センター

東京　03-3239-5661
国 土 交 通 省
甲府河川国道事務所

水　防　本　部

（ 治　水　課 ）

（055）253-5683 直
通

陸上自衛隊北富士
駐屯地第１特科隊

(055) 237-1111（代）
内線 7303
(055) 223-1551（直）
(防)　9-200-7303

 （0555）84-3135
（防）9-220-1051

企 業 局 電 気 課

ダ

ム

支

部

広

瀬

・

琴

川

深
城
ダ
ム
支
部

水

　
防

　
支

　
部

富

士

・

東

部

建

設

事

務

所

吉

田

支

所

水

防

支

部

富

士

・

東

部

建

設

事

務

所

（0553）39-2411
（広瀬ダム）

（防）9-220-1119

(055)237-1111（代）
　内線5954
(055)223-5389(直)
(防)9-200-5954

大
門
・
塩
川
ダ
ム
支
部

水
　
防
　
支
　
部

峡
東
建
設
事
務
所

（0551）47-3799
（大門ダム）

（防）9-220-1123
（0554） 24-7062 （0553）20-2715

（防）9-300-7002
  （0554）22-7815
（防）9-440-7002

(0555) 24-9044
(防)9-430-7002

笛 吹 市 (055) 262-4111 甲 州 市 (0553) 32-2111 都留市 (0554) 43-1111 富士吉田市 (0555) 22-1111

道志村 (0554) 52-2111

大月市 (0554) 22-2111

山 梨 市 (0553)22-1111

西桂町 (0555) 25-2121

上野原市 (0554) 62-3111

忍野村 (0555) 84-3111

小菅村 (0428) 87-0111 山中湖村 (0555) 62-1111

鳴沢村 (0555) 85-2311

丹波山村 (0428) 88-0211

富士河口湖町 (0555) 72-1111

山梨県東部消防指令センター

(0554)45-0119

笛 吹 市
消 防 本 部

東山梨行政事務組合
東 山 梨 消 防 本 部

大 月 市
消 防 本 部

上 野 原 市
消 防 本 部

都 留 市
消 防 本 部

 (0553) 32-0119 (0554)22-0119 (0554)62-4112 (0554)43-2341 (0555) 22-0119

富士五湖広域行政事務
組合富士五湖消防本部
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129 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

132 

 

 

 

 

 

６ 国土交通省と気象庁が共同で行う洪水予報 

 (５) 洪水予報の伝達経路及び手段 

 
 

７ 県と気象庁が共同して行う洪水予報 

（５） 洪水予報の伝達経路及び手段 

（図中） 

甲府市 

防災対策課 

 

国土交通省  

６ 国土交通省と気象庁が共同で行う洪水予報 

 (５) 洪水予報の伝達経路及び手段 

 
 

７ 県と気象庁が共同して行う洪水予報 

 （５） 洪水予報の伝達経路及び手段 

（図中） 

甲府市 

防災企画課 

 

国土交通省  

 

 

甲府地方

気象台修

正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

甲府市、 

甲府地方

気象台修

正 

 

 

流域治水課 
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137 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

138 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

甲府河川国道事務所  

防災課治水 

 

９ 山梨県が行う水防警報 

（１） 水防警報を行う河川名、区域 

相模川 桂川 左岸 南都留郡山中湖村山中字梁尻１４２１番２５地先

から上野原市上野原字境川１４番地先まで 

右岸 南都留郡山中湖村山中字梁尻１４６５番１地先

から上野原市鶴島字廻り戸１３１番２地先まで 

宮川 左岸 富士吉田市松山字下水之入１８７７番地先から

富士吉田市富士見六丁目５９４４番１地先まで 

右岸 富士吉田市上吉田字下り山４６２７番地先から富

士吉田市下吉田東四丁目４６９１番１地先まで 

新 名

庄川 

左岸 南都留郡忍野村内野字中村６６７番地先から南

都留郡忍野村忍草字下屋敷１７５番２地先まで 

右岸 南都留郡忍野村内野字中原１６３３番地先から

南都留郡忍野村忍草字下屋敷１７３番２地先まで 

 

(３) 水防警報の伝達経路及び手段 

図－１ 富士川水系各河川の水防警報連絡系統図 

※必要と認めるときは警察及び自衛隊にも連絡する

発表者

山 梨 県 水 防 本 部
（治 水 課）

ＴＥＬ０５５－２２３－１５５１
ＦＡＸ０５５－２２３－１７０４

各水防支部

（各建設事務所、支所）

（図－２）

関係水防管理団体
（図－２）

山梨県防災危機管理課

TEL ０５５－２２３－１４３３
FAX ０５５－２２３－１４３９

図－１） 富士川水系各河川の水防警報連絡系統図

国土交通省
甲府河川国道事務所

防災課

TEL ０５５－２５３－５６８３

FAX ０５５－２５１－１１７１

 
 

 

甲府河川国道事務所  

流域治水課 

 

９ 山梨県が行う水防警報 

（１） 水防警報を行う河川名、区域 

相模川 桂川 左岸 南都留郡山中湖村山中字梁尻１４２１番２５地先

から上野原市上野原字境川１４番地先まで 

右岸 南都留郡山中湖村山中字梁尻１４６５番１地先

から上野原市鶴島字廻り戸１３１番２地先まで 

宮川 左岸 富士吉田市松山字下水之入１８７７番地先から

富士吉田市富士見六丁目５９４４番１地先まで 

右岸 富士吉田市上吉田字下り山４６２７番地先から富

士吉田市下吉田東四丁目４６９１番１地先まで 

新 名

庄川 

左岸 南都留郡忍野村内野字中村６６０番地先から南

都留郡忍野村忍草字下屋敷１７５番２地先まで 

右岸 南都留郡忍野村内野字内釜７６３ 番地先から

南都留郡忍野村忍草字下屋敷１７３番２地先まで 

 

(３) 水防警報の伝達経路及び手段 

図－１ 富士川水系各河川の水防警報連絡系統図 

 
 

 

 

 

 

 

水防計画

修正に伴

う修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

水防計画

修正に伴

う修正 
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140 

 

 

 

 

142 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

145 

 

 

 

図-2 富士川水系各河川の水防本部（県）から水防管理者等への通知及び

周知系統図 

 
 

１０ 国土交通省が行う水位到達情報の通知 

 (２) 水位到達情報の通知の対象となる基準地点と基準水位 

河川名 観測所

名 

氾濫注意水

位 

(通報水位) 

避難判断水

位(警戒水

位) 

氾濫危険水位 

(洪水特別警戒水

位) 

塩川 金剛地 (6.60) 6.70 6.90 

御勅使

川 

堀切 (1.30) 1.50 1.70 

（略） （略） （略） （略） （略） 

  

（３）水位到達情報の伝達経路及び手段 

図－１ 富士川水系塩川、御勅使川、重川、日川、早川の氾濫危険水位の水

位情報連絡系統図 

甲府河川国道事務所
（防災課）

山梨県水防本部
（治 水 課）

山梨県水防支部

（各建設事務所、支所）
（図－２）

報道機関等
（表－１）

関係水防管理団体
関係市町村防災担当

（図－２）

山梨県防災危機管理課

TEL ０５５－２２３－１４３３
FAX ０５５－２２３－１４３９

山梨県警察本部
警備第二課

TEL ０５５－２２１－０１１０
FAX ０５５－２２７－９９３８

甲府地方気象台

 
（略） 

 

１１ 県が行う水位到達情報の通知 

(1) 水位到達情報の通知を行う河川名、区域 

相模川 桂川 左岸 南都留郡山中湖村山中字梁尻１４２１番２５地先

から上野原市上野原字境川１４番地先まで 

右岸 南都留郡山中湖村山中字梁尻１４６５番１地先

図-2 富士川水系各河川の水防本部（県）から水防管理者等への通知及び

周知系統図 

 
 

１０ 国土交通省が行う水位到達情報の通知 

 (２) 水位到達情報の通知の対象となる基準地点と基準水位 

河川名 観測所

名 

氾濫注意水

位 

(通報水位) 

避難判断水

位(警戒水

位) 

氾濫危険水位 

(洪水特別警戒水

位) 

塩川 金剛地 (6.60) 7.60 7.80 

御勅使

川 

堀切 (1.30) 1.80 2.00 

（略） （略） （略） （略） （略） 

 

（３）水位到達情報の伝達経路及び手段 

図－１ 富士川水系塩川、御勅使川、重川、日川、早川の氾濫危険水位の水

位情報連絡系統図 

 
（略） 

 

１１ 県が行う水位到達情報の通知 

(1) 水位到達情報の通知を行う河川名、区域 

相模川 桂川 左岸 南都留郡山中湖村山中字梁尻１４２１番２５地先

から上野原市上野原字境川１４番地先まで 

右岸 南都留郡山中湖村山中字梁尻１４６５番１地先

水防計画

修正に伴

う修正 

 

 

水防計画

修正に伴

う修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

水防計画

修正に伴

う修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

水防計画

修正に伴

う修正 

 

055-226-7806 
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146 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

から上野原市鶴島字廻り戸１３１番２地先まで 

宮川 左岸 富士吉田市松山字下水之入１８７７番地先から

富士吉田市富士見六丁目５９４４番１地先まで 

右岸 富士吉田市上吉田字下り山４６２７番地先から富

士吉田市下吉田東四丁目４６９１番１地先まで 

新 名

庄川 

左岸 南都留郡忍野村内野字中村６６７番地先から南

都留郡忍野村忍草字下屋敷１７５番２地先まで 

右岸 南都留郡忍野村内野字中原１６３３番地先から

南都留郡忍野村忍草字下屋敷１７３番２地先まで 

 

(3) 水位到達情報の伝達経路及び手段 

図－１ 各河川の水位到達情報連絡系統図  

 

 

から上野原市鶴島字廻り戸１３１番２地先まで 

宮川 左岸 富士吉田市松山字下水之入１８７７番地先から

富士吉田市富士見六丁目５９４４番１地先まで 

右岸 富士吉田市上吉田字下り山４６２７番地先から富

士吉田市下吉田東四丁目４６９１番１地先まで 

新 名

庄川 

左岸 南都留郡忍野村内野字中村６６０番地先から南

都留郡忍野村忍草字下屋敷１７５番２地先まで 

右岸 南都留郡忍野村内野字内釜７６３ 番地先から

南都留郡忍野村忍草字下屋敷１７３番２地先まで 

 

 (3) 水位到達情報の伝達経路及び手段 

図－１ 各河川の水位到達情報連絡系統図  
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図－２ 各河川の水防支部（県）から水防管理団体への通知及び周知系統図 

 
 

第９節 交通対策 

４ 緊急通行車両の確認 

（略） 

(2) 緊急通行車両の確認 

（略） 

イ  緊急通行車両の事前届出 

県公安委員会(警察本部交通規制課経由)は、災害発生時の交通検

問所等現場における確認手続きの効率化を図るため、緊急通行車両

について予め必要事項の届出を受けるとともに、緊急通行車両等事

前届出済証(以下「届出済証」という。)を交付する。 

届出に関する手続きは別に定めるところによる。 

ウ 緊急通行車両等の事前届出済証の交付を受けている車両の確認 

緊急通行車両等の事前届出済証の交付を受けている車両について

確認申請があったときは、確認のため必要な審査は省略する。 

（略） 

別紙様式第４（第６条関係）別紙 

 番  号                      年  月  日 

緊急通行車両確認証明書 
知   事 ○印  

公安委員会 ○印  

番号標に表示されて

いる番号 

 

車両の用途（緊急輸

送を行う車両にあっ

ては、輸送人員又は

品名） 

 

使用者 
住 所           （   ）  局  番 

氏 名  

通 行 日 時  

通 行 経 路 出 発 地 目 的 地 

図－２ 各河川の水防支部（県）から水防管理団体への通知及び周知系統図 

 
 

第９節 交通対策 

４ 緊急通行車両の確認 

（略） 

(2) 緊急通行車両の確認 

（略） 

イ  緊急通行車両の事前届出 

県公安委員会(警察本部交通規制課経由)は、災害発生時の交通検

問所等現場における確認手続きの効率化を図るため、緊急通行車両

について予め必要事項の届出を受けるとともに、緊急通行車両等事前

届出済証(以下「届出済証」という。)を交付する。 

届出に関する手続きは別に定めるところによる。 

イ 緊急通行車両等の事前届出済証の交付を受けている車両の確認 

緊急通行車両等の事前届出済証の交付を受けている車両について

確認申請があったときは、確認のため必要な審査は省略する。 

（略） 

別記様式第５（第６条の２関係） 
第                   号 

                                          年  月  日 

緊急通行車両確認証明書 

                                      知     事      印  

公安委員会     印 

番号標に表示 

されている番号 

 

車両の用途（緊急 

輸送を行う車両に 

あっては、輸送 

人員又は品名） 

 

活 動 地 域  

車両の 

使用者 

住 所 
 

（   ）   局     番 

氏名又  

水防計画

修正に伴

う修正 

 

警備第二

課修正 
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（備考） 日本工業規格Ａ５とする。 

 

 (3) 規制除外車両の確認 

（略） 

第 7号様式第 

 
（略） 

 

第１０節 災害救助法による救助 

５ 災害救助法による救助（金額は平成 31年 4月 1日以降適用となる政令） 

  

備     考 
 

 

は名称 

有 効 期 限  

備    考  

備考 用紙は、日本産業規格Ａ４とする 

 

(3) 規制除外車両の確認 

（略） 

別記様式第６ 

第                   号 

                                      年  月  日 

規 制 除 外 車 両 確 認 証 明 書 

                                山梨県公安委員会  印  

番 号 標 に 表 示 

さ れ て い る 番 号 

 

車両の用途（緊急 

輸送を行う車両に 

あ っ て は 、 輸 送 

人 員 又 は 品 名 ） 

 

活 動 地 域  

車両の 

使用者 

住 所 
   

（   ）   局     番 

氏名又 

は名称 

 

有 効 期 限  

備     考 
 

備考 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番とする。  
（略 

） 

第１０節 災害救助法による救助 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

建築住宅
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 (1) 避  難 

（略） 

  オ 費  用 

１人１日当たり 330円以内 

(2) 応急仮設住宅の供与及び住宅の応急修理 

ア 応急仮設住宅の供与 

（略） 

    ② 応急仮設住宅の種類 

     a  建設型仮設住宅 

（略） 

      (c) 費用 

設置に係る原材料費、労務費、付帯設備工事費、輸送費、建築

事務費等の一切の経費として、１戸当たり６２８万５千円以内の額と

する 

（略） 

     b 賃貸型仮設住宅 

(a)  規模 

世帯の人数に応じて、建設型仮設住宅に準ずる。 

(b)  費用 

家賃、共益費、敷金、礼金、仲介手数料、火災保険料等その他の

民間賃貸住宅の貸主又は仲介業者との契約に不可欠な費用とし、

その額は、地域の実情に応じた額とする。 

(c)   供与期間 

２年以内とする。 

     ｃ その他 

被災者や被災状況及び民間賃貸住宅の供給戸数を勘案し、建設型

との供給の調整を行い、民間賃貸住宅の借り上げによる応急仮設

急住宅の供給を行う。 

  イ 被災した住宅の応急修理 

① 応急修理の対象者等 

５ 災害救助法による救助（金額は平成 31年 4月 1日以降適用となる政令） 

 (1) 避  難 

（略） 

  オ 費  用 

１人１日当たり 340円以内 

(2) 応急仮設住宅の供与及び住宅の応急修理 

ア 応急仮設住宅の供与 

（略） 

    ② 応急仮設住宅の種類 

  a  建設型応急住宅 

（略） 

      (c) 費用 

設置に係る原材料費、労務費、付帯設備工事費、輸送費、建築

事務費等の一切の経費として、１戸当たり６７７万５千円以内の額と

する 

（略） 

     b 賃貸型応急住宅 

(a)  規模 

世帯の人数に応じて、建設型応急住宅に準ずる。 

(b)  費用 

家賃、共益費、敷金、礼金、仲介手数料、火災保険料等その他の

民間賃貸住宅の貸主又は仲介業者との契約に不可欠な費用とし、

その額は、地域の実情に応じた額とする。 

(c)   供与期間 

２年以内とする。 

     ｃ その他 

被災者や被災状況及び民間賃貸住宅の供給戸数を勘案し、建設型

との供給の調整を行い、民間賃貸住宅の借り上げによる賃貸型応

急住宅の供給を行う。 

  イ 被災した住宅の応急修理 

① 応急修理の対象者等 

課、住宅

対策室、

防災危機

管理課修

正 
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 (3) 炊き出しその他による食品の給与 

（略） 

  エ 費   用 

１人１日 1,180 円以内(主食費、副食費、燃料費、雑費) 

 (4) 生活必需品の給与又は貸与 

（略） 

  ウ 給与(貸与)費用の限度額 

区分 
1 人世

帯 

2 人世

帯 

3 人世

帯 

4 人世

帯 

5 人世

帯 

6 人以

上 

1 人増

す 

ごとに

加算 

全壊 

全焼 

流失 

夏 
18,70

0 

24,00

0 
35,600 

42,50

0 

53,90

0 
7,800 

冬 
31,00

0 

40,10

0 
55,800 

65,30

0 

82,20

0 
11,300 

半壊 

半焼 
夏 6,100 8,200 12,300 

15,00

0 

18,90

0 
2,600 

 

 

(3) 炊き出しその他による食品の給与 

（略） 

  エ 費   用 

１人１日 1,230円以内(主食費、副食費、燃料費、雑費) 

(4) 生活必需品の給与又は貸与 

（略） 

  ウ 給与(貸与)費用の限度額 

区分 
1 人世

帯 

2 人世

帯 

3 人世

帯 

4 人世

帯 

5 人世

帯 

6 人以

上 

1 人増

す 

ごとに

加算 

全壊 

全焼 

流失 

夏 
19,20

0 

24,60

0 
36,500 

43,60

0 

55,20

0 
8,000 

冬 
31,80

0 

41,10

0 
56,200 

66,90

0 

84,30

0 
11,600 

半壊 

半焼 
夏 6,300 8,400 12,600 

15,40

0 

19,40

0 
2,700 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基準 費用 応急修理の期間 修理の規模 備考

・災害のため住家が半壊
（焼）し、自らの資力で
は応急修理をすることが
できない者
・大規模な補修を行わな
ければ居住することが困
難な程度に住家が半壊
（焼）した者

1世帯当たり
655千円以内

半壊又は半焼に準ずる程
度の損傷により被害を受
けた世帯

1世帯当たり
318千円以内

災害発生の日から
１ヶ月以内

居室、炊事
場、便所等
日常生活に
必要最小限
度の部分

現物をもっ
て行う

基準 費用 応急修理の期間 修理の規模 備考

災害のため住家が半壊（焼）又はこれ
らに準ずる程度の損傷を受け、雨水
の浸入等を放置すれば住家の被害が
拡大するおそれがある者

1世帯当たり
5万円以内

災害発生の日から
10日以内

住家の被害
の拡大を防
止するため
の緊急の修
理が必要な
部分

合成樹脂
シ ー ト 、
ロープ、土
の う 等 を
用いて行
う

・災害のため住家が半壊（焼）し、自ら
の資力では応急修理することができ
ない者
・大規模な補修を行わなければ居住
することが困難な程度に住家が半壊
（焼）した者

1世帯当たり
706千円以内

半壊又は半焼に準ずる程度の損傷に
より被害を受けた世帯

1世帯当たり
343千円以内

災害発生の日から
3ヶ月以内

居室、炊
事、便所等
日常生活に
必要最小限
度の部分

現物をもっ
て行う
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床上

浸水 
冬 9,900 

12,90

0 
18,300 

21,80

0 

27,40

0 
3,600 

 

（略） 

(8) 障害物の除去 

（略） 

  イ 実施期間及び費用の限度額 

実施期間 費用の限度額 備       考 

災害発生の日

から 

10 日以内 

市町村内におい

て障害物の除去

を行った 1 世帯

当たりの平均が

138,300 円以内 

ロープ、スコップ等除去に必要な

機械器具の借上費、輸送費及び人

夫賃等 

 

（略） 

 (10) 死体の処理 

（略） 

  エ 死体処理に要する費用の限度 

区  分 限  度  条  件 

洗浄、縫合、

消毒 

死体１体当り 3，500 円以内 

死体の一時保

存 

既存建物利用の場合は、通常の借上料 

既存建物が利用できない場合、借上料１体当り 5，

400 円以内 

検案の費用 救護班の活動として行われる場合は費用を必要とし

ないが、救護班でない場合はその地域の慣行料金と

する。 

 

 (11) 死体の埋葬 

（略） 

エ 費用の限度額 

大人(12 才以上) 小人(12 才未満) 備    考 

床上

浸水 
冬 

10,10

0 

13,20

0 
18,800 

22,30

0 

28,10

0 
3,700 

 

（略） 

 (8) 障害物の除去 

（略） 

  イ 実施期間及び費用の限度額 

実施期間 費用の限度額 備       考 

災害発生の日

から 

10 日以内 

市町村内におい

て障害物の除去

を行った 1 世帯

当たりの平均が

138,700 円以内 

ロープ、スコップ等除去に必要な

機械器具の借上費、輸送費及び人

夫賃等 

 

（略） 

 (10) 死体の処理 

（略） 

  エ 死体処理に要する費用の限度 

区  分 限  度  条  件 

洗浄、縫合、

消毒 

死体１体当り 3，500 円以内 

死体の一時保

存 

既存建物利用の場合は、通常の借上料 

既存建物が利用できない場合、借上料１体当り 5，

500 円以内 

検案の費用 救護班の活動として行われる場合は費用を必要とし

ないが、救護班でない場合はその地域の慣行料金と

する。 

 

(11) 死体の埋葬 

（略） 

エ 費用の限度額 

大人(12 才以上) 小人(12 才未満) 備    考 
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171 

 

 

 

 

 

 

173 

 

 

 

 

 

１体当り 213,800

円以内 

１体当り 170,900

円以内 

棺、骨壷、火葬代、人夫

賃、輸送費を含む 

 

(12) 教科書等学用品の給与 

（略） 

  イ 給与の品目、期間及び費用 

品 目 期   間 費用の限度額 

教科書・

教材 

災害発生の日から１

ヵ月以内 

教育委員会届出又はその承認を受

けて使用している教材実費（小学

校児童及び中学校生徒） 

正規の授業で使用する教材実費

（高等学校等生徒） 

文房具 災害発生の日から 15

日以内 

小学校児童    

１人当たり 4,700 円以内 

中学校生徒    

１人当たり 5,000 円以内 

高等学校等生徒  

１人当たり 5,500 円以内 

通学用品 災害発生の日から 15

日以内 

 

第１１節 避難、救援対策 

１ 避難対策 

 （新規）・県、市町村は、平常時から、被災者支援の仕組みを担当する部局

を明確化し、地域の実情に応じ、災害ケースマネジメント（一人ひとりの被災

者の状況を把握した上で、関係者が連携して、被災者に対するきめ細やか

な支援を継続的に実施する取組）などの被災者支援の仕組みの整備等に努

めるもの 

(3) 市町村の避難計画 

 イ 避難所の選定基準等 

   ○ 指定避難所 

     （略） 

     ・災害が発生した場合において、高齢者、障害者、外国人、乳幼児、妊産

婦等の要配慮者が、相談等の必要な生活支援が受けられるなど、安

心して生活ができる体制が整備され、主として要配慮者を滞在させる

１体当り 219,100

円以内 

１体当り 175,200

円以内 

棺、骨壷、火葬代、人夫

賃、輸送費を含む 

 

(12) 教科書等学用品の給与 

（略） 

  イ 給与の品目、期間及び費用 

品 目 期   間 費用の限度額 

教科書・

教材 

災害発生の日から１

ヵ月以内 

教育委員会届出又はその承認を受

けて使用している教材実費（小学

校児童及び中学校生徒） 

正規の授業で使用する教材実費

（高等学校等生徒） 

文房具 災害発生の日から 15

日以内 

小学校児童    

１人当たり 4,800 円以内 

中学校生徒    

１人当たり 5,100 円以内 

高等学校等生徒  

１人当たり 5,600 円以内 

通学用品 災害発生の日から 15

日以内 

 

第１１節 避難、救援対策 

１ 避難対策 

 ・県、市町村は、平常時から、被災者支援の仕組みを担当する部局を明確

化し、地域の実情に応じ、災害ケースマネジメント（一人ひとりの被災者の状

況を把握した上で、関係者が連携して、被災者に対するきめ細やかな支援を

継続的に実施する取組）などの被災者支援の仕組みの整備等に努めるもの

とする。 

(3) 市町村の避難計画 

 イ 避難所の選定基準等 

   ○ 指定避難所 

     （略） 

     ・災害が発生した場合において、高齢者、障害者、外国人、乳幼児、妊産

婦等の要配慮者が、相談等の必要な生活支援が受けられるなど、安

心して生活ができる体制が整備され、主として要配慮者を滞在させる

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

防災基本

計画修正

に伴う修

正 

 

 

 

防災基本

計画修正

に伴う修

正 
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174 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

175 

 

 

 

 

 

 

ために必要な居室が可能な限り確保された施設を福祉避難所として

指定しておくこととする。特に、要配慮者に対して円滑な情報伝達がで

きるよう、多様な情報伝達手段の確保に努めるものとする。 

    (略) 

  ウ 避難所の整備  

・指定避難所における貯水槽、井戸、仮設トイレ、マンホールトイレ、マッ

ト、非常用電源、ガス設備、衛星携帯電話等の通信機器等の他、空調、

洋式トイレなど、要配慮者にも配慮した施設・設備の整備に努めるとと

もに、避難者による災害情報の入手に資するテレビ、ラジオ等の機器の

整備を図るものとする。特に、非常用電源の整備に当たっては、 

再生可能エネルギーの活用を図るものとする。また、必要に応じ指定 

避難所の電力容量の拡大に努めるものとする。 

   （略） 

  オ 避難所の運営管理 

（略） 

   ・市町村は指定避難所の適切な運営管理に努める。また、指定避難所に

おける正確な情報の伝達、食料、飲料水等の配布、清掃等について、

避難者、住民、自主防災組織、避難所運営について専門性を有したＮＰ

Ｏ・ボランティア等の外部支援者等の協力が得られるよう努めるととも

に、必要に応じ他の地方公共団体に対して協力を求める。また、市町村

は、指定避難所の運営に関し、役割分担を明確化し、被災者に過度の

負担がかからない要配慮しつつ、被災者が相互に助け合う自治的な組

織が主体的に関与できる運営体制に早期に移行できるよう、その立ち

上げを支援する。この際、避難生活支援に関する知見やノウハウを有

する地域の人材に対して協力を求めるなど、地域全体で避難者を支え

ることができるよう留意することとする。 

（略） 

  ・災害の規模等にかんがみて、被災者の健全な住生活の早期確保のため

に、必要に応じ、応急仮設住宅の迅速な提供、公営住宅、民間賃貸住

宅、空き屋等利用可能な既存住宅の斡旋、活用等により指定避難所の

早期解消に努めることを基本とする 

（略） 

 

３ 医療対策 

ために必要な居室が可能な限り確保された施設を福祉避難所として

指定しておくこととする。特に、要配慮者に対して円滑な情報伝達がで

きるよう、多様な情報伝達手段の確保に努めるものとする。 

 (略) 

ウ 避難所の整備  

・指定避難所における貯水槽、井戸、仮設トイレ、マンホールトイレ、マッ

ト、非常用電源、ガス設備、衛星携帯電話等の通信機器等の他、空

調、洋式トイレなど、要配慮者にも配慮した施設・設備の整備に努める

とともに、避難者による災害情報の入手に資するテレビ、ラジオ等の機

器の整備を図るものとする。特に、非常用電源の整備に当たっては、

再生可能エネルギーの活用を図るものとする。また、必要に応じ指定

避難所の電力容量の拡大に努めるものとする。 

（略） 

オ 避難所の運営管理 

（略） 

   ・市町村は指定避難所の適切な運営管理に努める。また、指定避難所に

おける正確な情報の伝達、食料、飲料水等の配布、清掃等について、

避難者、住民、自主防災組織、避難所運営について専門性を有したＮＰ

Ｏ・ボランティア等の外部支援者等の協力が得られるよう努めるととも

に、必要に応じ他の地方公共団体に対して協力を求める。また、市町村

は、指定避難所の運営に関し、役割分担を明確化し、被災者に過度の

負担がかからない要配慮しつつ、被災者が相互に助け合う自治的な組

織が主体的に関与できる運営体制に早期に移行できるよう、その立ち

上げを支援する。この際、避難生活支援に関する知見やノウハウを有

する地域の人材に対して協力を求めるなど、地域全体で避難者を支え

ることができるよう留意することとする。 

（略） 

・災害の規模等にかんがみて、被災者の健全な住生活の早期確保のため

に、必要に応じ、応急仮設住宅の迅速な提供、公営住宅、民間賃貸住

宅、空き家等利用可能な既存住宅の斡旋、活用等により指定避難所の

早期解消に努めることを基本とする 

（略） 

 

３ 医療対策 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

住宅対策

室修正 
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◇地域災害支援病院 

病院名等 
電話 

衛星携帯電話 
FAX 

（略） （略） （略） （略） （略） 

富

士

東

部 

上野原市立病院 

上野原市上

野原３１９５

－３ 

（略） （略） 

 

第１３節 生活関連事業等の応急対策 

３ 一般ガス導管事業施設応急保安対策 

(１) 一般ガス導管事業者の名称、所在地、供給区域等 

 東京ガス山梨株式会社 吉田ガス株式会社 

（略） （略） （略） 

(4) 施設の状況

及び供給状況 

甲府市、中央市、甲斐市、

南アルプス市及び昭和町

の供給域内 30,000 戸へ導

管により供給 

富士吉田市の市街地及び

富士河口湖町の一部、忍

野村の一部 7,000 戸へ導

管により供給 

（略） （略） （略） 

（略） 

 

８ 下水道施設の応急対策 

（１）応急体制の確立 

 ・下水道対策本部の立上げ 

 ・現地対策本部の確立（流域下水道事務所、下水道公社） 

（２）巡視及び被災状況の把握 

 ・緊急点検調査による二次災害発生のおそれや、重大な機能障害の把握

（被害情報の収集、車両上からの目視調査） 

・1次点検調査（目視調査、被害情報の収集、マンホール蓋を開けての調査） 

・2次点検調査（マンホール蓋を開けての調査、管路内カメラ調査） 

（３）応急措置 

 ・緊急輸送路等における交通機能確保（浮上マンホール等の切断除去） 

 ・耐水対策（土のう設置、止水板設置） 

◇地域災害支援病院 

病院名等 
電話 

衛星携帯電話 
FAX 

（略） （略） （略） （略） （略） 

富

士

東

部 

上野原市立病院 

上野原市上

野原３５０４

－３ 

（略） （略） 

 

第１３節 生活関連事業等の応急対策 

３ 一般ガス導管事業施設応急保安対策 

(１) 一般ガス導管事業者の名称、所在地、供給区域等 

 東京ガス山梨株式会社 吉田ガス株式会社 

（略） （略） （略） 

(4) 施設の状況

及び供給状況 

甲府市、中央市、甲斐市、

南アルプス市及び昭和町

の供給域内 30,000 戸へ導

管により供給 

富士吉田市の市街地及び

富士河口湖町の一部、忍

野村の一部 7,000 戸へ導

管により供給 

（略） （略） （略） 

（略） 

 

８ 下水道施設の応急対策 

（１）応急体制の確立 

 ・下水道対策本部の立上げ 

 ・現地対策本部の確立（流域下水道事務所、下水道公社） 

（２）巡視及び被災状況の把握 

 ・緊急点検調査による二次災害発生のおそれや、重大な機能障害の把握

（被害情報の収集、車両上からの目視調査） 

・1次点検調査（目視調査、被害情報の収集、マンホール蓋を開けての調査） 

・2次点検調査（マンホール蓋を開けての調査、管路内カメラ調査） 

（３）応急措置 

 ・緊急輸送路等における交通機能確保（浮上マンホール等の切断除去） 

 ・耐水対策（土のう設置、止水板設置） 

上野原市

修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

東京ガス

山梨（株）

修正 

 

 

 

 

 

 

 

下水道室

修正 
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222 

 

・二次災害発生のおそれや、重大な機能障害への対応（溢水した下水を強力

吸引車（バキューム車など）により排水処理、塩素減菌により消毒処理放流、

マンホールトイレ設置） 

（４）応急復旧 

 ・暫定的に揚水及び水処理機能を確保するための復旧（仮配管及び仮排水

ポンプの設置、仮設沈殿池及び仮設塩素注入設備の設置、非常用電源によ

る設備の機能確保、管渠内洗浄） 

（５）広域応援の受援体制の構築 

 ・窓口を下水道室、連絡・調整を流域下水道事務所が中心に行う受援体制

を構築 

（６）ライフライン事業による現地調整会議への参加 

 ・流域関連の上水、工業用水等の使用制限要請 

 ・施設の同時利用再開の業業者間への展開 

 

第１５節 民生安定事業 

３ 中小企業金融対策 

 （１） 融資一覧表 
実施期間及び

金融機関名 

資金

名 

融資対

象 

使途 限度額 利率 期間 担 保

等 

備考 

（略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） 

山梨県 

（取扱店） 

各都市銀行 

山梨中央銀行 

各信用金庫 

各信用組合 

商工中銀 

JA山梨信連 

各農協 

 

経済

変動

対策 

（ 経

済危

機 ・

災害

復旧

関

係） 

政
令
で
指
定
す
る
被
災
区
域
又
は
被
災

区
域
外
に
所
在
す
る
直
接
又
は
間
接
に

被
害
を
被
っ
た
中
小
企
業
者 

事
業
資
金 

設備資

金 

5,000

万円 

運転資

金 

5,000

万円 

（ 一 企

業限度

額 

5,000

万円） 

1.40％ 設備資金 

 10 年以

内（うち 1

年又は 2

年以内の

措置期間

を含む。） 

 7 年以

内（うち 1

年又は 2

年以内の

措置期間

を含む。） 

金
融
機
関
又
は
信
用
保
証
協
会
の
定
め

る
と
こ
ろ
に
よ
る 

直接被

害者は

原 則 と

し て 市

町村長

の発行

す る証

明書が

必要。 

（略） 

 

１０ 被災者台帳の作成 

市町村は、必要に応じて、個々の被災者の被害の状況や各種の支援措

・二次災害発生のおそれや、重大な機能障害への対応（溢水した下水を強力

吸引車（バキューム車など）により排水処理、塩素減菌により消毒処理放流、

マンホールトイレ設置） 

（４）応急復旧 

 ・暫定的に揚水及び水処理機能を確保するための復旧（仮配管及び仮排水

ポンプの設置、仮設沈殿池及び仮設塩素注入設備の設置、非常用電源によ

る設備の機能確保、管渠内洗浄） 

（５）広域応援の受援体制の構築 

 ・窓口を下水道室、連絡・調整を流域下水道事務所が中心に行う受援体制

を構築 

（６）ライフライン事業による現地調整会議への参加 

 ・流域関連の上水、工業用水等の使用制限要請 

 ・施設の同時利用再開の業業者間への展開 

 

第１５節 民生安定事業 

３ 中小企業金融対策 

 （１） 融資一覧表 
実施期間及び

金融機関名 

資金

名 

融資対

象 

使途 限度額 利率 期間 担 保

等 

備考 

（略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） 

山梨県 

（取扱店） 

各都市銀行 

山梨中央銀行 

各信用金庫 

各信用組合 

商工中銀 

JA山梨信連 

各農協 

 

経済

変動

対策 

（ 経

済危

機 ・

災害

復旧

関

係） 

政
令
で
指
定
す
る
被
災
区
域
又
は
被
災

区
域
外
に
所
在
す
る
直
接
又
は
間
接
に

被
害
を
被
っ
た
中
小
企
業
者 

事
業
資
金 

設備資

金 

5,000

万円 

運転資

金 

5,000

万円 

（ 一 企

業限度

額 

5,000

万円） 

1.40％ 設備資金 

 10 年以

内（うち 1

年又は 2

年以内の

措置期間

を含む。） 

 10 年以

内（うち 1

年又は 2

年以内の

措置期間

を含む。） 

金
融
機
関
又
は
信
用
保
証
協
会
の
定
め

る
と
こ
ろ
に
よ
る 

直接被

害者は

原 則 と

し て 市

町村長

の発行

す る証

明書が

必要。 

（略） 

 

１０ 被災者台帳の作成 

市町村は、必要に応じて、個々の被災者の被害の状況や各種の支援措

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

産業振興

課修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

防災基本

計画修正
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223 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

置の実施状況、配慮を要する事項等を一元的に集約した被災者台帳を作

成し、被災者の援護の総合的かつ効率的な実施に努めるものとする。ま

た、被災者支援業務の迅速化・効率化のため、被災者台帳の作成にデジタ

ル技術を活用するよう積極的に検討するものとする。 

また、県は、災害救助法に基づき被災者の救助を行ったときは、被災者

台帳を作成する市町村からの要請に応じて、被災者からの情報を提供する

ものとする。 

（略） 

 

第１６節 災害ボランティア支援対策 

１ 災害ボランティアの受け入れ 

県、市町村及び関係団体は、相互に協力し、ボランティアに対する被災

地のニーズの把握に努めるとともに、ボランティアの受付、調整等その受け

入れ体制を確保するよう努める。ボランティアの受け入れに際して、老人介

護や外国人との会話力等ボランティアの技能等が効果的に活かされるよう

配慮するとともに、必要に応じてボランティアの活動拠点を提供する等ボラ

ンティアの活動の円滑な実施が図られるような支援に努めるものとする。 

また、広域的なボランティアの受け入れ調整等について、速やかに実施

できるよう、県、市町村及び関係団体の情報共有体制等の連携を強化す

る。 

（略） 

３ 災害ボランティアにおける官民連携体制の強化 

県は、災害発生時における官民連携体制の強化を図るため、都道府県

域において活動を行う災害中間支援組織の育成・機能強化に努める。 

また、市町村は、災害発生時における官民連携体制の強化を図るため、

市町村地域防災計画等において、災害ボランティアセンターを運営する者

（市町村社会福祉協議会等）との役割分担等を定めるよう努めるものとす

る。特に災害ボランティアセンターの設置予定場所については、市町村地

域防災計画に明記する、相互に協定を締結する等により、あらかじめ明確

化しておくよう努めるものとする。 

    

 

置の実施状況、配慮を要する事項等を一元的に集約した被災者台帳を作

成し、被災者の援護の総合的かつ効率的な実施に努めるものとする。ま

た、被災者支援業務の迅速化・効率化のため、被災者台帳の作成にデジタ

ル技術を活用するよう積極的に検討するものとする。 

また、県は、災害救助法に基づき被災者の救助を行ったときは、被災者

台帳を作成する市町村からの要請に応じて、被災者からの情報を提供する

ものとする。 

（略） 

 

第１６節 災害ボランティア支援対策 

１ 災害ボランティアの受け入れ 

県、市町村及び関係団体は、相互に協力し、ボランティアに対する被災

地のニーズの把握に努めるとともに、ボランティアの受付、調整等その受け

入れ体制を確保するよう努める。ボランティアの受け入れに際して、老人介

護や外国人との会話力等ボランティアの技能等が効果的に活かされるよう

配慮するとともに、必要に応じてボランティアの活動拠点を提供する等ボラ

ンティアの活動の円滑な実施が図られるような支援に努めるものとする。 

また、広域的なボランティアの受け入れ調整等について、速やかに実施

できるよう、県、市町村及び関係団体の情報共有体制等の連携を強化す

る。 

（略） 

３ 災害ボランティアにおける官民連携体制の強化 

県は、災害発生時における官民連携体制の強化を図るため、県域にお

いて活動を行う災害中間支援組織の育成・機能強化に努める。 

また、市町村は、災害発生時における官民連携体制の強化を図るため、

市町村地域防災計画等において、災害ボランティアセンターを運営する者

（市町村社会福祉協議会等）との役割分担等を定めるよう努めるものとす

る。特に災害ボランティアセンターの設置予定場所については、市町村地

域防災計画に明記する、相互に協定を締結する等により、あらかじめ明確

化しておくよう努めるものとする。 
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